
日
本
の
財
政
の
現
状

　

二
〇
〇
〇
年
度
予
算
の
一
般
会
計
歳
出
総
額

は
八
四
兆
九
、
八
七
一
億
円
で
あ
り
、
う
ち
一

般
歳
出
四
八
兆
九
一
四
億
円
、
地
方
交
付
税
交

付
金
一
四
兆
九
、
三
〇
四
億
円
、
国
債
費
二
一

兆
九
、
六
五
三
億
円
で
あ
る
。
国
債
費
の
う
ち

国
債
・
借
入
金
償
還
費
が
一
一
兆
五
〇
九
億
円

で
、
利
払
い
は
一
〇
兆
七
、
四
三
二
億
円
で
あ

る
。

　

一
方
、歳
入
は
税
収
が
四
八
兆
六
、五
九
〇
億

円（
う
ち
所
得
税
三
八
％
、
法
人
税
二
〇
％
、消

費
税
二
〇
％
）、
そ
の
他
収
入
三
兆
七
、一
八
一

億
円
で
、国
債
発
行
額
は
三
二
兆
六
、一
〇
〇
億

円
と
な
っ
て
い
る
。
こ
の
結
果
、
国
債
残
高
は

二
〇
〇
一
年
三
月
末
で
三
六
四
兆
円
に
な
り
、

特
別
会
計
の
借
入
金
、
地
方
債
等
を
加
え
る
と

債
務
残
高
は
六
四
五
兆
円
に
も
達
す
る
見
込
み

で
あ
る
。

　

一
般
歳
出
の
部
門
別
内
訳
は
、
社
会
保
障
費

（
医
療
保
険
、
年
金
、
社
会
福
祉
等
）
三
四
・
九

％
、
公
共
事
業
費
一
九
・
六
％
（
九
兆
四
、
二

五
九
億
円
）、
文
教
費
一
三
・
六
％
、
防
衛
費
一

〇
・
三
％
、
恩
給
費
三
・
〇
％
、
経
済
協
力
費

二
・
〇
％
で
あ
る
。
農
林
水
産
関
連
予
算
は
三

兆
四
、
二
八
一
億
円
で
、
一
般
歳
出
の
七
・
一

％
を
占
め
、
こ
の
う
ち
公
共
事
業
費
（
土
地
改

良
等
）
が
五
一
・
五
％
を
占
め
て
い
る
。
ち
な

み
に
防
衛
関
係
費
は
四
兆
九
、
三
五
八
億
円
で

農
林
水
産
予
算
の
約
一
・
四
倍
に
な
っ
て
い
る
。

　

地
方
財
政
の
一
般
歳
出
額
は
七
三
兆
九
、
八

―  １２  ―

五
四
億
円
で
、
国
の
一
般
歳
出
の
一
・
五
倍
の

規
模
で
あ
り
、
こ
の
う
ち
投
資
的
経
費
（
公
共

事
業
等
）
が
三
八
％
を
占
め
て
い
る
。

　

こ
の
よ
う
に
、
日
本
の
財
政
に
占
め
る
公
共

事
業
の
割
合
は
非
常
に
高
く
、
一
般
政
府
総
固

定
資
本
形
成
の
Ｇ
Ｄ
Ｐ
に
占
め
る
割
合
は
六
・

〇
％
で
諸
外
国
の
二
倍
以
上
に
な
っ
て
い
る
。

高
度
経
済
成
長
期
な
ら
い
ざ
知
ら
ず
、
日
本
の

公
共
事
業
予
算
は
多
す
ぎ
、
こ
れ
を
他
国
並
み

に
減
ら
せ
ば
一
五
兆
円
ほ
ど
歳
出
を
節
約
で
き

る
。
日
本
の
財
政
は
深
刻
な
状
況
に
あ
り
、
日

本
の
将
来
を
健
全
に
す
る
た
め
に
は
財
政
投
融

資
も
含
め
政
府
部
門
の
見
直
し
を
す
る
こ
と
が

不
可
欠
に
な
っ
て
い
る
。　
　
　

（
清
水
）

統計 の眼 
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